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後期高齢者医療事務管理事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 高齢者生きがい推進課

会計 小事大事
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目項

01 01 01 02 01

対象

後期高齢者医療制度加入者（被保険者）の資格管理事務（被保険者証などの作成・交付・更
新）、保険料徴収事務（保険料納入通知書の作成・送付）、給付事務（高額療養費、葬祭
費、高額介護合算療養費等の支給に関する手続）を適正に執行するための事業。

平成20年4月の制度開始以来、被保険者の資格管理、給付申請等の届出の受理、保険証の引渡
し、保険料の徴収等後期高齢者医療制度事務全般に係る共通管理事務を実施している。

後期高齢者医療制度の適正な執行を図るため。

主管課長横山　友二高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

名　　称 平成2６年度 平成2７年度 平成2８年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

75歳以上の高齢者及び65歳
以上の障害認定者

意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

被保険者ひとりに対す
る事業費

208.80 190.05 182.16 円 事業費／平均被保険者数

平均被保険者数16,523 17,565

平成2７年度

3,449,951 3,338,206

0.25

人18,788

3,422,500

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

5,777,851 6,172,806 5,250,650

本事業は、後期高齢者医療制度に基づ
いた事務管理に係る経費であるため、
流山市としての取組みや工夫によっ
て、成果等に大きく影響を及ぼすこと
ができない。

平成2６年度 平成2８年度

0.80 0.80 0.10

2,327,900 2,834,600 1,828,150

0.21 0.26

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

後期高齢者医療制度全般に係る事務管理事業であり、
被保険者数が増加する中であっても、出来得る限りの
事務の効率化、経費節減に努めている。

Ａ　必要性が高まると
考えられる

Ａ　市が担うべき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切であ
る

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取組の
課題

国・県の動向に注意を払いながら、国
保年金課、介護保険課等の関係各課と
の連携を図り、適正な事務の執行にあ
たる。

④今後の
改善計画

制度内容の変更に際しては、丁寧な説
明に努める。また、後期高齢者制度の
適正な執行を図るため、国及び県の動
向を常に注視し事務を遂行する。

①今年度
(H28)の
改善計画

②今年度
(H28)に
実施した
取組

保険料率等の改定を含め、制度内容の
変更に際し、被保険者に対する丁寧な
説明、関係各課と連携した適正な事務
の執行に努める。

新規加入者等、被保険者への制度内容
等の正確かつ具体的な説明に努めた。


